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[長期総合計画] [事業基本情報]

分野別目標 5 ○ 管理経費

政 策 1

施 策 1 ○ 法定受託事務

取組方針 1

永年

事業実施の根拠法令

関連個別計画

担当課・担当課長（Tel）

関連課

１　事業概要及び実施内容

事
業
概
要

２　事業コスト

当初予算 決算 当初予算 決算 当初予算 決算 決算 計画 決算

2,372 1,865 2,308 1,969 2,314 1,876 2,975

- - ▲2.7% 5.6% 0.3% ▲4.7% ▲100.0% 0.0% -

11,393 11,183 11,183 11,200 11,200 11,982 11,829

2,047 1,909 1,909 1,909 1,909 2,083 2,104

13,440 13,092 13,092 13,109 13,109 14,065 13,933

2,372 1,865 2,308 1,969 2,314 1,876 2,975
1.50 1.50 1.50 1.50 1.50 1.51 1.49

0.97 0.97 0.97 0.97 0.97 0.95 0.96

３　目標及び実績
単位 平成26年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

目標値

実績値

達成度(%)

目標値

実績値

達成度(%)

目標値 5,077,761 4,545,590 4,724,948

実績値 5,999,771 4,958,786

達成度(%) 118.2% 109.0%

目標値 14,000 14,000 14,000 14,000

実績値 12,896 13,378

達成度(%) 92.1% 95.6%

実
施
内
容

法人からの申告書や、調査資
料を精査するとともに、税務
署及び県と連携を図り、情報
を得る。

法人からの申告書や、調査資
料を精査するとともに、税務
署及び県と連携を図り、情報
を得る。

法人からの申告書や、調査資
料を精査するとともに、税務
署及び県と連携を図り、情報
を得る。

法人からの申告書や、調査資料
を精査するとともに、税務署及
び県と連携を図り、情報を得
る。

法人からの申告書や、調査資
料を精査するとともに、税務
署及び県と連携を図り、情報
を得る。

平成30年度

当初予算

28.6%

11,829

事業費 2,975

事業費等　（千円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

伸び率（％）

活
動
指
標

そ の 他

2,104

国庫支出金

県支出金

13,933

人件費

正規職員
正規職員以外

小計

平成27年度

所要人数
（人）

正規職員
正規職員以外

13,189

成
果
指
標

5,800,336

主な予算内訳

5,325,931

91.8%

94.2%

14,000

通信運搬費1,340千円、印刷製本費800千円　等

1.49

指標名

調定額の確保

課税客体の的確の把握

千円

件

市　　債

0.96

2,975一般財源（税等）

賦課徴収費

一般会計

総務費

事業進捗管理シート

法人市民税賦課事業

事業区分(1)
事業経費

その他

健全な財政運営の推進

その他

その他

款

平成２８年度 平成２９年度平成２６年度 平成２７年度

事業目的（「誰・何」をどういう状態にする」ための事業か) 事業内容
法人からの申告書や調査資料を精査し、地方税法に基づき適正な法人市民税を賦課する。法人の申告に対して、法人市民税を賦課する。

市民税課

平成３０年度

湯川哲司 (435-1035)

事業期間 ～

大事業

項

賦課徴収事業

会計

賦課徴収事務費事項

会計・
予算区分

事業種別

健全な財政運営の推進
事業区分(2)

自治事務

健全な財政運営の推進

徴税費

目


